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舛 ナミック・ケイパビリティ構築における

ミドルマネジメントの貢献
一「能カフレームワークの要素」を活用したGNT企業M&Aの分析よい

東洋大学大学院 木下 耕二

I.は じめに

環境変化へ動的に対応し競争優位を持続するうえ

で,ダイナ ミック・ ケイパ ビリテ ィ (Dynamic

Capab�ty:以下,DC)に期待が寄せられている。DC

の先行研究には,「DCの定義が未統一」など,多く

の限界が存在している。筆者は,DCの先行研究の限

界の一つである「DCの構築におけるミドルマネジメ

ントの貢献の実態の解明が十分でない」に着眼し,

実証的なアプローチによつて研究を進めている。本

稿では,事例による調査 0分析を行い,仮説 「ミド

ルマネジメントは,DCを構成する組織ルーティン

(以 下,DC構 成ルーテ ィン)を 支 え` OC

(OperatiOnd Capab� ty:以下,OC)を構成するルーテ

ィン (以下,OC構成ルーティン)も しくはDC構成

ルーティンヘの貢献を通じて,DCの構築に貢献して

いる」について検証することを研究目的としている。

I.先行研究 レビュー

Teece et d。 (1997),Teece(2007),Helfat et d。

(2007),Lee and Teece(2013),Teece(2014)な どのDC

に関する主要な先行研究のレビューから,先行研究の

限界はコンテンツ系,プロセス系と大きく2つに大別さ

れる(木下,2016)。

コンテンツ系とは,DCの従来の主たる研究対象

である「DCをい力ヽ こ定義するか」など,DCの内容

自体に関するものである。DCは「急激な環境下で機

能する」「緩腱な環境においても機能する」など見解

が未統一である。DCは基本的にはルーティンとされ

るが,「DCはア ドホックでもある」との主張もなさ

れている。DCと OCを区分する論が主流であるが,

DCと OCとの区分は困難との見解も存在する (木

下,2016)。

プロセス系とは,研究対象として十分に取り上げ

られてこなかった「DCの構築プロセス」などに関す

るものである。「既存ルーティンをDCは修正,昂 J新

できない」との指摘への先行研究の反証は十分でな

い。DCが組織学習により形成されることについて

の実証的な検証は不十分である。DCのモデルにつ

いて,Teece(2007)の ダイナミック・ケイノくビリテ

ィ・フレームワーク (以下,DCF)①,Teece(2014)

のDCの枠組みの論理的構造②のいずれもDC形成の

プロセスが組み込まれていない (木下,2016)。 ミド

ルマネジメントは DCFのルーティン化された要素

の鍵となり,DCにおいて重要な役害Jを担 うとされ

る(Lee and Teece,2013)が,その実態の具体的,詳細

な解明は十分でない。

多くの限界を DC先行研究が抱えるに至った要因

として,多様な種類の DCの理解のためには特定の

DCを詳細に分析する必要がある(Herat et d。 ,2007)

にもかかわらず,十分になされてこなかつたことが挙げ

られる(木下,2016)。

DCの先行研究が抱える多くの限界を克服してい

くためには,特定の DCについて,具体的かつ詳細

な実証的アプローチによつて研究を進め,並行して

DCの定義や重要な概念の統一等を図つていく必要

がある。

Ⅲ.ダイナミック ロケイパビリティの定義と仮説

の設定

1.ダイナミック・ケイパビリティの定義

筆者が設定する仮説の検証のため,本稿において

は, Helfat et,al(2007)に よるDCの定義 「DCIま資源

ベースを意図的に創造,拡大,修正する能力」を援

用し,DCの構築の主体および DCと OCの相互補完
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性の概念を取り入れ,DCを「トップマネジメントが,

補完的にミドルマネジメントが,資源ベースを,意図

的に創造,拡大,修正する,他の DCも しくは OC

に支えられた能力である」と定義する。

Helfat et.d(2007)に よるDCの定義を援用する理由

は,こ の定義において用いられている“資源ベース"

がケイパビリティだけではなく有形・無形 0人的資

源も含み資源を幅広く包括的に捉えており,DCの先

行研究の様々な限界の克服に向けた研究の端緒にお

いては,研究の対象とする組織やルーティンなどの

選択肢を制限しない点で好ましいからである。また

この定義には,機械的な組織活動能力と DCと を区

別する意味で “意図",DCがパターン化・慣行化し

た活動の能力であるとする意味で “能力"と いうDC

の重要な特′性が織り込まれているからである。

2.仮説の設定

DCの先行研究レビューから,DCの研究を具体的,

詳細な実証的アプローチによつて進める必要がある。

そのためには,「“誰"が ,何を,どのように行い
,

DCと いかに関係しているか」,すなわち主体を特定

してDCを調査分析することが有益である。DCの構

築において重要な役割を担 うミドルマネジメン ト

(Lee and Teece,2013)の役割の実態を具体的,詳細に

解明する必要がある。DCと OCを区分することは実

際的には極めて困難であり,両者の連携や繋がりに

焦点を合わせた研究も,DC理論の今後の発展のため

に有益である。

以上のことから,本稿では,DCの主体としてのミ

ドルマネジメントおよび DCと OCの連携に焦点を

当て,次の仮説を設定し検証する。

仮説 :ミ ドルマネジメントは,DC構成ルーティンを

支えるOC構成ルーティンもしくは DC構成

ルーティンヘの貢献を通じて,DCの構築に貢

献している

Ⅳ.調査 口分析の枠組み

1.調査・分析のプロセス

本稿における仮説の検証のためには,調査・分析

の対象組織と関係性を構築しながら,ヒ ヤリングを

通じて,質的なデータに重きを置き調査・分析しな

ければならないため,単一を含む少数の事例を調

査・分析する事例研究を研究方法として選択した。

また,直に見たり,触れたりすることが不可能であ

るDCや OCを調査・分析するため,図 1の調査・

分析モデルを構築した。

図1:調査・分析のモデル

輸
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OC構動 ―ティン)

出所 :筆者作成

具体的には,「 (1)DCを構成すると想定される組織

ルーティン (以下,DC構成候補ルーティン)の抽出」

「(2)DC構成候補ルーティンを支えるOC構成ルー

ティンの特定」「(3)OC構成ルーティンが DC構成

ルーティンであるた OC構成ルーティンであるか

の検証」「(4)(3)の結果を踏まえ,DC構成候補ルー

ティンが DC構成ルーティンであるか否かの検証」

「(5)DC構成ルーティンを支えるOC構成ルーティ

ンもしくは DC構成ルーティンに対するミドルマネ

ジメントの貢献についての検証」という 5つの調

査 0分析のプロセスを踏んa
ルーティンが DC構成ルーティンであるか,ある

いは OC構成ルーティンであるかの検証には,プロ

セス,ポジション,経路の観点から,DCと OCを区

分する図2の能カフレームワークの要素 (Teece,2014)

を活用した。DCは VRIN資源③に基づき,独自のブ

ラクティスおよびビジネスモデルに埋め込まれたケ

イパビリティである。DCは「正しいことをやる (進

化論的な適合)」 を,OCは 「物事を正しく行う (技

術的な適合)」 ことを可能とする(Teece,2014)。

「(1)DC構成候補ルーティンの抽出」および 「(2)

OC構成ルーティンの特定」は,有価証券報告書等

ミドルマネジメント

-95-



に基づき事例企業の事業内容等の概要を把握したう

えで筆者が行つた。その他の検証,特定は,事例企

業のミドルマネジャーである N氏,H氏による一次

検証,次いで N氏,H氏 と筆者との合議による二次

検証のプロセスを踏んa

図 2:能カフレームワークの要素
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出所:Teece(2014)Table2をもとに
`当

者′旬:丸

2.調査 0分析の対象組織

グローバル■ッチ トップ④
(以下,GNT)企業の特

徴と DCFにて重視される事項には共通性が存在す

るため,GNT企業はDCを構築している可育旨性が高

いと考え,事例研究の対象組織は GNT企業から選定

した。その中でも組織ルーティンが充実しでいる H

社のATS事業部 (以下,HATS)⑤ を事例研究の対象組

織として選定した。連結ベースで,2015年度の「 lATS

の売上高は640億円,従業員数は2,170名である。

事例研究においてヒヤリングを行つたN氏は2015

年末時点で戦略室長の要職に就いていた。H氏は異

動したN氏の後任として2016年 4月 より戦略室長の

任に就いている。N氏,H氏 ともに,HATSに関す

る幅広い経験を有し,HATSの戦略や予算の トップ

マネジメントヘの上程,実行管理を担っており,ま

た HATSの ミドルマネジメントの実情に精通してい

ることから, ヒヤリング対象者として適格である。

3.調査・分析対象のDC構成候補ルーティン

最先端分野での事業領域の拡大,新製品・サービ

スの拡充を目的に,H社が 2015年に実施した M社

からの事業の買収 (以下,M社事業の買収」を調査・分

析の対象のDC構成候補ルーティンとして選択した。

M社事業の買収を選択した理由は 3つある。1つ

目は,M社 事業の買収が,HATSの既有の技術と

lIATSが未保有であるM社の様々な技術を統合する

H社の資源ベースを大きく創造,拡大,修正するも

のであり,H社にとつて過去最大規模の全社的投資

ダイナミック・ケイパビリティ構築におけるミドルマネジメントの貢献

として トップマネジメントによる意思決定を必要と

したからである。2つ日は,M社事業の買収は様々

なルーティンから構成され,その個々のルーティン

が DCや OCを構成 しており, ミドルマジメントが

それらの個々のルーティンに貢献している,ひいて

は DCの構築に貢献している実態を検証できる可能

性が高いためである。3つ 目は,H社においてはM&ヘ

担当チームの編成が迅速に行われ,M`m専任者が常

時配置されており,M`い に係わる組織的推進体制は

確立のレベル (中村,2003)⑥に進行し,M社事業の買

収はルーティンとして遂行されたと推察されたから

である。

M社事業の買収のプロセスを把握し調査・分析に臨

むにあたつては,MMのプロセス(木俣,2010)0を 基本

的な枠組みとして活用した。

V.調査 口分析の結果

1.DC構成候補ルーティンを支える OC構成ルー

ティン

M社事業の買収は,プレM&へ (戦略立案,ターゲ

ット企業選定),実行 (フ ァイナンシャルア ドバイザ

ーの選定,ターゲット企業へのアプローチ,企業価

値評価,買収スキーム策定,交渉,基本合意,デュ

ーデリジェンス,最終契約,ク ロージング),ポス ト

M&へ (経営統合)の各ルーティンから成る。これら

のルーティンは,ターゲット企業選定,事業デュー

デリジェンス,経営統合を除き,VttN資源の活用や

独自のプラクティスなどの存在を検証できず,OC
構成ルーティンであると判明した。

2.DC構成ルーティン

ターゲット企業選定は,「H社の経営理念や事業運

営に対するM社の トップマネジメントの信頼が極め

て厚く M社から HATSに買収案件を持ち込んだ」

「HATSお よび H社の多様な企業との組織レイヤー

毎の親密な関係性を通じて多方面からM社の情報が

収集された」など,信頼の厚さ,顧客との親密な関

係性というVttN資源が活用されており,DC構成ル

ーティンである可育旨性が存在する。

事業デューデリジェンスでは,N氏をリーダーと

するチームにより,M社の トップマネジメントのみ

ならず多数のミドルマネジメントに,M社の技術の
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業界におけるポジションおよびその将来予測を,ま

た製品のクオリティ向上や維持にかける真摯さ,情

熱を,イ ンタビューや視察等によつて入念に確認す

ることなどを通じ,M社の技術の将来性,人的資源

のレベルや企業風土が評価された。インタビューは,

M社の経営方針や組織風土を最大限尊重するという

N氏 らの明確なポリシーがM社の トップマネジメン

トらに伝播し,互いに胸襟を開いて行うことができ

た。被買収企業の経営方針等を最大限に尊重すると

い う明確なポ リシー とその徹底 した実践 とい う

VRN資源が活用されていることなどから,事業デュ

ーデリジェンスは DC構成ルーティンである可能性

が存在する。

経営統合は,「買収成果は長期的に創出する」との

H社の買収指金llこ則り,元 M社の事業 (以下,M事
業)の既存の経営計画,事業運営方針を尊重し,100

日プラン0に類するような経営計画の策定は行わず ,

また元M社の トップマネジメントはM事業において

買収後の現在も権限をほぼ維持した状態で在籍して

いる。WWSと M事業の経営活動の方向性の相違に

ついては,N氏らが,HATSの経営の方向性の背景等

をM事業の トップマネジメントらへ時間を惜しまず

懇切丁寧に説明し,納得を得ながら,M事業の経営

活動の方向性等をHATSのそれらに沿うように徐々

に修正し,M事業の トップマネジメントらのモチベ

ーションが損なわれないことに特段の注意を払つて

いる。これらの状況から,経営統合のルーティンは,

確固たる買収方針の徹底,被買収企業のモチベーシ

ョンヘの注視などⅧ N資源を活用した,100日 プラ

ンに類する経営計画は策定しないなどの独自性を有

することを伺わせるルーティンであり,DC構成ルー

ティンである可能性が存在する。

以上,M社事業の買収を構成するルーティンの多

くは OC構成ルーティンであるが,タ ーゲット企業

選定,事業デューデリジェンス,経営統合の各ルー

ティンはDC構成ルーティンである可能性が存在し,

M社事業の買収は DC構成ルーティンである可能′性

がある。

3.ミ ル内 ネジメントの貢献

ターゲット企業選定,事業デューデリジェンス
,

経営統合のルーティンを含む,M事業の買収を支え

る各ルーティンは,M事業の買収担当役員であるA

役員の下に,戦略室長であるN氏および経営管理部

長であるF氏 という2人のミドルマネジメントが配

置され,この 2人のミドルマネジメントに 3人のミ

ドルマネジメントが配置されたチームによつて遂行

された。N氏は主に,M社事業の技術の革新性や将

来性,M社の人材のレベル,組織風土などの2~l性面

の評価および経営統合を担った。F氏は主に,企業

価値評価などの定量面の評価および交渉戦略の立案 ,

最終契約を担った。

ターゲット企業選定においては「買収に係わるチ

ームを社内で結成するか否か」,事業デューデリジェ

ンスにおいては「発見された想定外の事象について

どのような評価をくだすか」「以降の買収プロセスを

進めるか,否か」,経営統合のルーティンにおいては

「統合のスピー ドをどの程度とするか」など,A役
員を含む トップマネジメントの意思決定を要する局

面があつた。いずれの局面においても,意思決定に

要する情報は N氏 らによつて極めて自律的に収集さ

れ, トップマネジメントによる意思決定は,N氏 ら

が主に合理性や主張性という上方向の影響力 (Kip�s

et d。 ,1980)⑨ を発揮しながら代替案を含む意思決定
各

の方向性を提示, トップマネジメントとN氏らが論

点や個々人の様々な視点や評価を共有しながら行わ

れた。 トップマネジメントの意思決定は,N氏 らの

提案および提案を実行する意志が トップマネジメン

トに明示されない限り行われず,またN氏らの提案

内容が トップマネジメントによつて覆ることは基本

なかった。

以上の状況から,M社事業の買収を構成するター

ゲット企業選定等に対するN氏 らミドルマネジメン

トの貢献は極めて大きいことが判明した。

Ⅵ.考察

事例研究より,M社事業の買収は DC構成ルーテ

ィンである可能性が存在することが判明した。また,

ターゲット企業選定,事業デューデリジェンス,経

営統合などの OC構成ルーティンもしくは DC構成

ルーティンに対するN氏らミドルマネジメントの貢

献は極めて大きいことが判明した。よつて,本事例

研究では,設定した仮説 「ミドルマネジメントは,
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DC構成ルーティン(M事業の買収)を支える OCも

しくはDC構成ルーティン(タ ーゲット企業選定,事

業デューデリジェンス,経営統合等)への貢献を通じ

て,DCの構築に貢献にしている」はほぼ支持された。

OCの保証の役割を主に担 うミドルマネジメン ト

(Lee md Teece,2013)が ,DCの主体として DCの構

築に貢献 している可能性は存在する。この可能畦を

調査・分析の範疇に取り込むことが,DC構築のプロ

セスの実態を詳細,具体的に明ら力ヽ こする上では有

効である。

本稿では,DC構成候補ルーティンを支える様々な

ルーティンを分析の対象としたが,それらルーティ

ンを支えるさらに下位レベルの幾重に連なるルーテ

ィンが上位のルーティンと有機的に連鎖し,あるい

は強い OC(Teece,2014)が複数結合し,DCが構築

されている可能性がある。

本事例研究では,DC構成ルーティンとOC構成ル

ーティンの区分にあたり,能カフレームワークの要

素 (Teece,2014)を 活用した。ベス トプラクティスに

該当するか,独自性を有するかなどの判定において

恣意性をツト除しがたく,概念的には区分が可能であ

るとしても,実際的な活用の上では課題を有するこ

とが判明した。

本稿の事例研究は一社であるため適用範囲が限定

的であり,今後は事例研究を積み重ねたい。

【辞 】

本稿の匿名 レフリーの先生方からは貴重なコメントを

頂戴した。心より感謝申し上げる。

〔注〕

(1)感知,捕捉,転換の 3つのプロセスおよびそれらを支える

ミクロ的基礎 (経営的なプロセス,手法,システム)から成

るDCの一般的な枠組みである。

(2)組織的遺産・経営意思決定,DC,OC,リソース,戦略を構

成要素とする。

(3)Value:価値,Rare:稀少,Imperfed�  imitabほ 模倣困難 ,

Non―subst■ utab�ty:代替不可能の 4要件を満たす資源で

ある。

“

)ニッチ分野において高い世界シェアを有し,優れた経営

を行つている企業が「GNT企業 100選」として,2013年に

経済産業省より顕彰された。

ダイナミック・ケイパビリティ構築におけるミドルマネジメントの貢献

15D「企業・組織名は非公表」との条件で事例研究を行つたた

め,社名および事業部略はアルファベットにて記載してい

る。

G)MLAに係わる組織的推進体制の高度化は,自然発生的

な効果 (未整備),専門家の活用 (専門化),MaA推進体

制の確立(体系化),M&ヘ プロセスのシステム化 (形式化)

の順で進行する。

(7)M歓 は,プレM&へ,実行,ポストMaAの 3つのプロセス

から成る。

③ クロージングの後に,約 3ケ月間の日程を要して作成され

る被買収企業の経営計画である。

(9)組織内で自分より上位の者に対する意図的な影響力。具

体的な手段として,合理性,迎合性,主張性,交換性,結

託性が挙げられる。
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